
労働者派遣契約書（案）

奈良県立橿原考古学研究所(甲)と○○○　　　　　（乙）(○○○）とは、次のとおり、労働者派遣契約を締結する。

【事業名：】鶴峯荘第１地点遺跡発掘調査労働者派遣業務
	１業務内容
	発掘調査現場での発掘作業業務
1 現場作業統括者　（１日　　　　円）　　　
発掘調査の知識及び技術を有する者で、現場の指揮命令者に従い、発掘現場の作業員配置の差配や作業内容の指示を伝達する等、現場監督及び安全管理業務を行う
2 図面作成作業員　（１日　　　　円）
　   発掘調査での図面作成経験が１年以上の者で、遺構の平面図・断面図等の作成技術を有する者、または同等の能力を有する者で、発掘現場での図面作成作業を行う（遺構平面図作成、土層断面図作成、遺物出土状況図作成等）　　
③作業員Ａ　（１日　　　　円）
発掘調査経験が３年以上の者で発掘調査の知識及び技術を有する者、または同等の能力を有する者で、発掘現場での重要な発掘作業を行う（調査区壁面精査、遺構面精査、遺構掘削、遺物検出等）
※税抜き額　　　　　　　
　　日数については、仕様書のとおり

	２契約額
	１　　　　　　　　　　　円
（うち、消費税及び地方消費税の額　　　　　　　円）
２　契約保証金については、奈良県契約規則第１９条の規定によるものとする。

	３支払方法
	①乙は甲に対して、あらかじめ派遣労働者についての通知を行う。甲は乙に対して、毎月ごとに就業状況報告書を提出する。
②乙は就業状況を確認後、毎月末または現場終了時において、甲に対して代金の請求をするものとし、甲は乙が提出した就業状況を確認し、請求書を受理した日から起算して、３０日以内に支払うものとする。

	４就業場所

	奈良県立橿原考古学研究所が実施する発掘調査現場
事業名：鶴峯荘第１地点遺跡発掘調査労働者派遣業務
場　所：香芝市穴虫地内　　担当者携帯　　　　

	５組織単位

	企画学芸部




	６指揮命令者
	１　企画学芸部　部長　○○○　
　　　　　 　　　　 携帯
２　発掘現場で指揮命令、検査等を行う。

	７契約期間及び派遣期間
	１　契約期間　令和　年　　月　　日から令和　年　　月　　日まで
　　※契約期間は、派遣期間に精算業務の期間を加えた期間です。
２　派遣期間　令和　年　　月　　日から令和　年　　月　　日まで
３　ただし、発掘調査作業の特質上、仕様書に示す予定期間より短縮となる場合があるが、発掘作業の終了をもって派遣期間の終了とする。

	８就業日
	月～金（祝日、年末年始（12月29日から1月3日）、ただし、天候などによって変更あり。

	９就業時間
	８時３０分から１６時３０分まで

	10休憩時間
	12時から13時まで　（別途午前、午後各３０分休憩）

	11安全及び衛生
	甲及び乙は、労働者派遣法第44条から第47条の4までの規定により課された各法令を遵守し、自己に課された法令上の責任を負う。なお、派遣就業中の安全及び衛生については、甲の安全衛生に関する規程を適用することとし、その他については、乙の安全衛生に関する規程を適用する。

	12苦情処理申出先
	派遣元
	
TEL  

	
	派遣先
	橿原考古学研究所総務課長　松浦　悦子
     TEL 0744-24-1101　内線303

	13苦情処理方法・連携体制等
	１　乙が苦情の申出を受けたときは、ただちに12苦情処理申出先の派遣元の責任者へ連絡することとし、当該派遣元責任者が中心となって、誠意をもって、遅滞なく、当該苦情の適切かつ迅速な処理を図ることとし、その結果について必ず派遣労働者に通知することとする。
２　甲が苦情の申出を受けたときは、ただちに12苦情処理申出先の派遣先の責任者へ連絡することとし、当該派遣先責任者が中心となって、誠意をもって、遅滞なく、当該苦情の適切かつ迅速な処理を図ることとし、その結果について必ず派遣労働者に通知することとする。
３　甲及び乙は、自らでその解決が容易であり、即時に処理した苦情の他は、相互に遅滞なく通知するとともに、密接に連絡調整を行いつつ、その解決を図ることとする。

	14労働者派遣契約の解除
	１　労働者派遣契約の解除の事前の申入れ
甲は、専ら甲に起因する事由により、労働者派遣契約の契約期間が満了する前の解除を行おうとする場合には、乙の合意を得ることはもとより、あらかじめ相当の猶予期間をもって乙に解除の申入れを行うこととする。
２　就業機会の確保
甲及び乙は、労働者派遣契約の契約期間が満了する前に派遣労働者の責に帰すべき事由によらない労働者派遣契約の解除を行った場合には甲の関連会社での就業をあっせんする等により、当該労働者派遣契約に係る派遣労働者の新たな就業機会の確保を図ることとする。

３　損害賠償等に係る適切な措置
甲は、甲の責に帰すべき事由により労働者派遣契約の契約期間が満了する前に労働者派遣契約の解除を行おうとする場合には、派遣労働者の新たな就業機会の確保を図ることとし、これができないときには、少なくとも当該労働者派遣契約の解除に伴い乙が当該派遣労働者を休業させる等により生じた損害の賠償を行うこととする。例えば、乙が当該派遣労働者を休業させる場合は休業手当に相当する額以上の額について、乙がやむを得ない事由により当該派遣労働者を解雇する場合は、甲による解除の申し入れが相当の猶予期間をもって行われなかったことにより乙が解雇の予告をしないときは30日分以上、当該予告をした日から解雇までの期間が30日に満たないときは当該解雇の日の30日前の日から当該予告の日までの日数分以上の賃金に相当する額以上の額について、損害の賠償を行わなければならないこととする。その他甲は乙と十分に協議した上で適切な善後処理方策を講ずることとする。また、甲及び乙双方の責に帰すべき事由がある場合には、甲及び乙のそれぞれの責に帰すべき部分の割合についても十分に考慮することとする。
４　労働者派遣契約の解除の理由の明示
甲は、労働者派遣契約の契約期間が満了する前に労働者派遣契約の解除を行おうとする場合であって、乙から請求があったときは、労動者派遣契約の解除を行った理由を乙に対し明らかにすることとする。
５　暴力団等排除に係る解除
甲は、乙が次の各号いずれかに該当するときは、契約を解除することができる。
　（１）役員等（法人にあっては非常勤を含む役員及び支配人並びに支店又は営業    　所の代表者、その他の団体にあっては法人の役員と同等の責任を有する者、　　　個人にあってはその者及び支配人並びに支店又は営業所を代表する者をいう。　　　以下同じ。）が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律　　　（平成３年法律第７７号。以下「暴対法」という。）第２条第６号に規定す　　　る暴力団員をいう。以下同じ。）であると認められるとき。
　（２）暴力団（暴対法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は　　　暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。
　（３）役員等が、自社、自己若しくは第三者の不正な利益を図り、又は第三者に　　　損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用していると認められ　　　るとき。
　（４）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与　　　するなど直接的若しくは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、又は関与していると認められるとき。
　（５）役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有してい　　　ると認められるとき。
　（６）本契約に係る下請契約又は資材、原材料の購入契約等の契約（以下「下請　　　契約等」という。）に当たって、その相手方が第１号から第５号のいずれかに
該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。　（７）本契約に係る下請契約等に当たって、第１号から第５号のいずれかに該当　　　する者をその相手方としていた場合（第６号に該当する場合を除く。）において、甲が乙に対して当該契約の解除を求め、乙がこれに従わなかったとき。

　（８）本契約の履行に当たって、暴力団又は暴力団員から不当介入を受けたにも　　　かかわらず、遅滞なくその旨を甲に報告せず、又は警察に届け出なかったと　　　き。
６　委託業務の履行不可による解除
乙の責めに帰すべき理由により、委託業務の履行ができないと認められるとき。また、乙が契約に違反し、契約の目的を達することができないと認められるとき。
７　本条第５項から第６項により契約を解除したときは、甲はその損害の賠償を乙に請求することができるものとする。

	15派遣元責任者
	   
TEL 

	16派遣先責任者
	橿原考古学研究所総務課長 　松浦　悦子　
TEL 0744-24-1101　内線303

	17時間外労働
	無　／　有（１日 　０時間　／　月　　０時間　／　年　　０時間）
※緊急により、やむを得ず発生した場合には、１業務内容で定める各派遣料金の２割５分の割増とする。（労働基準法第36条、37条に定める時間外・休日の労働）

	18休日労働
	無　／　有　調査作業繁忙期（　月　　回程度）
※緊急により、やむを得ず発生した場合には、１業務内容で定める各派遣料金の３割５分の割増とする。（労働基準法第35条に定める法定休日の労働）

	19派遣人員
	別途派遣人員管理表にて、派遣人員を定める。

	20便宜供与
	甲は、派遣労働者に対し、甲が雇用する労働者が利用する休憩室、更衣室等の施設又は設備について、利用することができるよう便宜供与する。

	21派遣労働者の限定
	無期雇用派遣労働者・６０歳以上に限定。　／　限定なし

	22派遣先が派遣労働者を雇用する場合の紛争防止措置
	甲は、労働者派遣の終了後に当該労働者派遣に係る派遣労働者を雇用しようとする場合は、当該意思を事前に乙に申し出ることとする。

	23派遣労働者を協定対象労働者に限定するか否か
	限定しない。


	24業務に伴う責任の程度
	付与される責任は、特になし。

	25契約額の確定
	契約金額は、本事業の支払合計額をもって確定額とします。


	26契約不適合責任
	１　甲は、引渡しを受けた委託業務の実施内容が、本契約の目的に適合しないときは、乙に対し、補修、代替物もしくは不足物の引渡し、損害賠償または代金の減額を請求することができる。ただし、甲の責めに帰すべき事由によるときを除くものとする。
２　前項の請求は、委託業務の完了後１年以内に行うものとする。

	27第三者等の損失
	委託業務の処理に関して生じた損害（第三者に及ぼした損害を含む）については乙がその費用を負担する。ただし、その損害のうち甲の責めに帰すべき事由によるものを除く。

	28損害賠償
	甲は、乙が委託業務を履行し、または履行しないことにより、損害を受けたとは、その損害に相当する金額を乙に請求できるものとする。ただし、その損害のうち甲の責めに帰すべき事由によるものを除く。

	29秘密の保持
	乙は、この契約の履行に関して知り得た秘密を第三者に漏らしてはならない。この契約が終了し、または解除された後においても同様とする。

	30疑義についての協議
	本契約書において疑義を生じたとき及び本契約書に定めのない事項については、甲乙協議のうえ定めるものとする。

	31特記事項
	本契約は令和７年○月○日から効力を有し、それ以降の行為については本契約に基づくものとして取り扱う。



この契約の締結を証するため、この契約書を２通作成し、甲及び乙が両者記名押印のうえ、各自その１通を保有するものとする。ただし、本書を電磁的記録で作成する場合は、甲及び乙が電子署名を行った上、各自その電磁的記録を保管する。

令和　年　　月　　日

（甲）奈良県橿原市畝傍町１番地　　　　　　（乙）
奈良県立橿原考古学研究所
副所長　　　　　　　　　　　
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